
201７年度決算について

201８年４月２5日(水)

販売電力量

1

<電灯>

・冬季気温が前年を

下回り暖房需要が

増加

<産業用>

・機械産業の需要が

増加

《主な増減要因》

（参考）北陸３市の月間平均気温 （℃）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実 績 13.6  18.9  20.3  27.2  27.1  22.1  16.8  10.4  4.9    2.3    2.2    8.7    

前 年 差 Δ0.6 Δ0.4 Δ2.0 ＋1.0 Δ0.3 Δ1.6 Δ1.0 Δ0.6 Δ2.5 Δ1.5 Δ1.7 ＋1.9 

(注)北陸３市：富山市・金沢市・福井市

 (億kWh,%)

2017年度 2016年度 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

  小 売 販 売 286.6 281.0 5.6 102.0 

電 灯 84.8 82.3 2.5 103.0 

電 力 11.9 11.6 0.3 102.6 

低 圧 96.7 93.9 2.8 103.0 

業 務 用 50.0 50.8 Δ0.8 98.4 

産 業 用 139.9 136.3 3.6 102.6 

190.0 187.1 2.8 101.5 

卸 販 売 30.1 18.6 11.5 161.9 

316.8 299.6 17.1 105.7 

(注)小数第一位未満四捨五入

高圧・特別高圧

総販売電力量



決算概要

２

⇒ 厳しい収支・財務状況等を踏まえ、見送ることとさせていただく。

《2017年度期末配当》

⇒ 連結決算を開始した

1994年度以降、

初の２年連続の赤字

《主な増減要因》
(億円,%)

2017年度 2016年度 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

売上高(営業収益) 5,962 5,425 537 109.9

経常利益 26 20 6 132.8

親会社株主に帰属する

当期純利益
Δ 4 Δ 6 1 －　

売上高(営業収益) 5,491 4,976 515 110.4 

経常利益 Δ 56 Δ 32 Δ 23 －　

当期純利益 Δ 41 Δ 18 Δ 23 －　

0円/株 10円/株 Δ10円/株 －　

[0円/株] [35円/株] [Δ35円/株] －　
(参考) 連結対象会社数：連結子会社14社、持分法適用関連会社1社 (注)億円未満切捨

個
別

連
結

期末配当

年間配当

⇒ ２年連続で

過去 大の赤字

・燃料費調整額、

再エネ特措法

賦課金・交付金

の増加など

2620

修繕費増

2017年度201６年度

(億円)

石炭稼働減

Δ60

程度

Δ40

程度
その他

（委託費増等）

Δ28

程度

水力発受電量増
（出水率110.9%）

70

程度

15程度

29程度

20程度

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社利益増等

効率化深掘り
（人件費減等）

小売販売増

連結経常利益の変動要因（前年度対比＋6億円[20→26]）

３

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
(＋29)

当社
(Δ23)



2018年度 業績予想
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<2018年度見通しの前提諸元>

・為替 110円/＄程度

・原油CIF[全日本] 65$/ｂ程度

⇒ 電源の稼働見通しなど需給状況を見極めていく必要があること
などから、現時点では「未定」。

《利益予想》

《主な増減要因》

・料金改定の実施、

燃料費調整額、再エネ

特措法賦課金・交付金

の増加など

(億kWh,億円,%)

対 比

(A)/(B)

315 程度 317 Δ 2 程度 99.4 

売上高(営業収益) 6,300 程度 5,962 338 程度 105.7 

経常利益 26 －

親会社株主に帰属する

当期純利益
Δ 4 －

売上高(営業収益) 5,850 程度 5,491 359 程度 106.5 

経常利益 Δ 56 －

当期純利益 Δ 41 －

(注)億kWh未満四捨五入，億円未満切捨

2017年度
実績(B)

未定

未定

総販売電力量

連
結

個
別

未定

未定

2018年度
見通し(A)

増 減

(A)-(B)

－

－

－

－

2018年度 配当予想

 基本方針

・利益配分にあたっては、安定配当を継続し、株主の皆さまにお応え
していくとともに、経営基盤の安定・強化に資するため、内部留保
の充実を図っていく。

 2018年度配当予想

・「中間配当」は、毀損した財務基盤の強化を図る観点から、
実施しない予定。

・「期末配当」は、利益水準を見通すことができないことなどから
「未定」。
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中間 期末 年間

2018年度(予想) 0円/株 未定 未定

2017年度 0円/株 0円/株 ０円/株



発受電電力量

６

《主な増減要因》
   (億kWh,%)

2017年度 2016年度 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

[110.9] [93.8] [17.1]

水力 69.7 58.0 11.6 120.1 

火力 224.3 234.3 Δ10.1 95.7 

原子力 － － － － 

新エネ 0.0 0.0 Δ0.0 95.8 

自社 294.0 292.4 1.6 100.5 

融通 受電 51.4 36.7 14.7 140.1 

他社 送電 Δ30.1 Δ18.6 Δ11.5 161.9 

合計 315.0 310.4 4.7 101.5 

(注)小数第一位未満四捨五入

[出水率]
<水力>

・豊水

（出水率110.9％：歴代5位）

<火力>

・大型石炭火力の定期点検

実施

<融通・他社>

・卸電力取引所や再エネの

購入量の増加

個別決算の概要

７

(億円,%)

2017年度 2016年度 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

電灯・電力料 4,722 4,339 383 108.8  燃料費調整額の増加、再エネ特措法賦課金の増加

(再エネ特措法賦課金) (646) (532) (114) (121.5)

地帯間･他社販売電力料 388 310 77 124.9  卸販売収入の増加

その他収入 415 386 28 107.5  再エネ特措法交付金の増加

(再エネ特措法交付金) (288) (255) (33) (113.0)

 [売上高] [5,491] [4,976] [515] [110.4]

収益計 5,526 5,036 489 109.7 

人件費 496 509 Δ 12 97.5  給料手当の減少

燃料費 1,189 1,026 163 115.9  石油・石炭価格の上昇

修繕費 690 631 59 109.5  火力修繕費の増加

減価償却費 591 613 Δ 21 96.5 

購入電力料 846 696 149 121.5  再エネ購入費の増加

支払利息 96 103 Δ 7 92.5 

公租公課 307 302 5 101.7 

その他費用 1,362 1,185 177 114.9  再エネ特措法納付金の増加、委託費の増加

(再エネ特措法納付金) (646) (532) (114) (121.5)

費用計 5,582 5,069 513 110.1 

  経常利益 Δ 56 Δ 32 Δ 23 －

渇水準備金引当又は取崩し － Δ 6 6 － 

法人税等 Δ 14 Δ 7 Δ 6 － 

  当期純利益 Δ 41 Δ 18 Δ 23 －

(注)億円未満切捨

主な増減要因
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